
災害復旧における入札契約ガイドラインの改正（ポイント）

1. 入札契約方式選定の基本的考え方 1. 入札契約方式選定の基本的考え方

1.1 発注者の果たすべき役割 1.1 発注者の果たすべき役割

1.2 入札契約方式選定の基本的な考え方 1.2 入札契約方式選定の基本的な考え方

1.2.1 随意契約 1.2.1 随意契約
1.2.2 指名競争入札 1.2.2 指名競争入札
1.2.3 通常の方式 1.2.3 一般競争入札
1.3 現地の状況等を踏まえた発注関係事務に関する措置 2. 現地の状況等を踏まえた発注関係事務に関する措置

1.3.1 確実な施工確保、不調・不落対策 2.1 確実な施工確保、不調・不落対策
1.3.2 発注関係事務の効率化 2.2 発注関係事務の効率化
1.3.3 復興・復旧工事の担い手の確保 2.3 復興・復旧工事の担い手の確保
1.3.4 円滑な事業執行 2.4 円滑な事業執行
1.3.5 早期の復旧・復興に向けた取組 2.5 早期の復旧・復興に向けた取組
2. 地方公共団体との連携等 3.地方公共団体との連携、地方公共団体の災害復旧におけ

る適用
3. 大規模災害における入札契約方式の適用事例 【別冊化】大規模災害における入札契約方式の適用事例

3-1 東日本大震災［H23.3.11］  
3-2 紀伊半島大水害［H23.9.4］  
3-3 広島豪雨土砂災害［H26.8.19］  
3-4 関東・東北豪雨鬼怒川水害［H27.9.9］  
3-5 熊本地震［H28.4.16］  
4.参考資料（入札契約方式の関係図書） 【別冊化】参考資料入札契約方式の関係図書

改正点②
適用条件の明確化

改正点③
最新知見の充実

改正点④
地方公共団体に参考となる知見の充実

最新情報を適時反映できるよう、
事例編は別冊化

「災害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドライン」　新旧比較

改正点①
業務の追加

○ 近年の関係法令等の改正（災害時の対応等の位置づけ）や関係する知見の蓄積等を踏まえ、以下の観点で、『災害
復旧における適切な入札契約の適用ガイドライン』を改正。

・工事・業務双方の入札契約方式の適用条件を明確化
・技術提案・交渉方式、事業促進ＰＰＰの最新知見を反映
・地方公共団体の参考となるよう、入札契約方式の適用、体制確保等について、直轄事業との相違点や留意事項を充実


